




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































貸 付 金 30,366 106.371































貯 金 33,785 166,733 4.9
貸 付 金 16,483 44,023 2･7
貯貸率(%) 48.8 26.4
預 け 金 13,499 76,862 5.7













































































自己資本 内出資金 固定資産 内外 部 出質 固定資産
農 協 1,117.弧 625,0091,621,334302,9721,318.362
県経済連 118,602 72,192 166,324 51,418 114,906
県信連 444.088172.949 104,842 57,539 47.303
県共済連 75.761 26.821 39,805 23,703 16,102
(県連計) 638.451271.962 310.971132,660 178,311
全 農 27,783 16.926 54.993 16,0411.289 38.952
農林中金 71.360 30.000 19.882 19,882






































































































1971年 1976年 1980年 増 加 年 率
1971-76年 1976-80年
固 定 資 産 16,198 25.123 38,478 9.2 ll.3
外 部 出 資 9,300 ll,449 16,515 4.3 ~9,6
繰 延 資 産 770 1,047 1,775 68.5 14-.1
固 定 資 産 計 仏) 26.268 37,619 56,768 7.5 10.8
長 期 借 入 金 10,332 6,823 5,617 △8.0 △4.7
退 給 引 当 金 2,782 6,421 8,937 18.2 8.6
払 込 済 出 資 金 8,272 12,406 16,926 8.4 8.1
準 備 .積 立 金 1,187 2,169 5,229 12.8 24.6
繰 越 利 益 剰 余 金 108 128 217 3.5 14.1
固定負債.資本計(B) 22,896 27,946 36.926 4.1 7.2
(C)-A-B 3,372 9,673 19,842 23.5 19.7
流 動 資 産 (D) 220,274 814,644 678,397 29.9 △4.4
流 動 負 債 (E) 223,428 821,519 692,829 29.8 △4.2
(F)-D-E △3,154 △6,875 △14,432 16.9 20.4
当 期 純 利 益 218 2,799 5,410 66.6~ 17.9





























































1970年度 農 協 513.294 252,764 49.2
県経済連 65,054 37,751 58.9
全 農 18,791 9,651 51.4
計 596,139 300,166 50.4
1975年度 農 協 1.102.796 568,157 51.5
県経済連 120,518 66,776 55.4
全 農 33,144 15,226 46.0
計 1.256.458 650,159 51.7
1980年度 農 協 .1,621,334 1.117.603 68.9
県経済連 166,324 118.602 71.3

















































出資先数 出資金額 受取配当額 受取配当率 備 考
協 同 会 ∵社 Ⅰ 31 千円8,861,338 千円222,147 %2.5 未稼動会社1社3
うち農産物加工.卸 .販売会社 14 2,453,200 9,510 0.4
飾料畜産資材製造会社 6 675,000 28,740 4.3,
原 料 等 輸 入 関連 会 社 6 475346 134913 8
輸 送 会 社〈参考〉 1 588,390 28,288 4.8
上記 の うち未稼動会社 4 3,653,808 .0 -
既 稼 動 会 社 27 5,207.530 222,147 4ー3
協 同 会 社 ⅠⅠ 69 1.660.801 53.563 3.2 末稼動会社5社未 2
うち飼 料 会 社 26 187,500 13.733 7.3
産 地 食 肉 セ ン タ ー 13 810,000 1,200 0ー1
肥 .料 会 社_ 4 4,00 1,025 2ー6
エ - コ- プ店 舗 会 社(参考〉 15 140,000 4.400 3.1 〟 1-社
上記 の うち末稼動会社 8 379.000 0 -
既 稼 動 会 社 61 1.281.801 53,563 4.2
関 連 会 社 30 1,930,216 167,615 8.7
合 計(参考〉 130 12,452,355 443~,325 3,6





















































































































事 業 量 農 協 20.3% 5.5%
経 済 連 20.4 6.4
全 農 21.4 4.1
事業総利益 _農 協 30.6 7.8
































農 協 経済学 全農 ~購買 販売
1979年 事業総利益率 10.83 1.99 1.74 0.67
事業総経費率 ll.88 2.53 1.53 0.62
純 利 益 率 △1.05 △0.54 0.210.05
1980年 事業純利益率 10.72 2.04 1.83 0.84
事業総経費率 ll.59 2.83 1.62 0.75




購 買 事 業 販 売 事 業
1979年 1980年 1979年 1980年
農 協 ll.3 ll.0 2.0_ 2.0
経 済 連 3.1 -2.8 0,.8 0.9
全 農 0.9 0.9 0.4 0.5
合 計 15.3 14.7~ 3.2 3.4
(荏)全農 F系統経済事業基礎統計j昭和57年版｡
そのうち全農は純利益率が0.05%から0.09%に
顕著に上昇した｡純利益率は経済連は同水準で
あったが,農協は2年つづいて赤字であり,その
購買事業はマイナス1.05%からマイ,ナス0.87%-
と若干好転したが,販売事業はマイナス0.54%か
らマイナス0.79%へと悪化した｡損益結果を規定
する手数料率 (実績)は,購買事業のはあい3段
階合計で15.3%から14.7%へ低下したが,全農は
変らずに0.9%を保った｡農協,経済連ともに0.3%
低下した｡販売事業の手数料率は3.2%から3.4%
に上昇した｡そのうち農協は変らず2%を保った
が,経済連,全農は0.1%の上昇を記録した｡
全農の手数料率が購買事業で同率を保ち,販売
事業で上昇したことは,全農の純利益率を高め,
実額で29億から54億に増加するのに大きく貢献し
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たことは否めない｡ちなみに,全農の純利益のう
ち,財務損益が14億から20億に増加したこと,純
利益54臆の36%をしめていることは注目される｡
この財務損益の黒字は全購連以来の全国達購買事
業運営の特散であって,農協,経済連の全農に対
する決済サイトを上まわる全農の仕入れ先に対す
る決済サイトを留保することから生ずるものであ
る｡つまり,全農仕入れの決済サイトを経済連,
農協へ移譲するならは,この財務損益は経済連,
農協が取得しうるものである｡
不均衝な損益体系の是正 すでに全農について
考察したその ｢自己完結的な資本蓄苗方式｣は全
共連,農林中金においても同じである｡こうした
中央税関の資本蓄積方式の基礎をなすのが,3段
階の事業体制を貫 く損益体系であって,その特徴
は単位農協の欠損もしくは低利益率である｡連合
会と単協のあいだにいちじるしく不均衡な損益関
係があり,しかもそれが過去20年間という長期に
わたって持続したのである｡この長期持続的な不
均衡な損益体系は検討に値いする問題である｡
不均衡な損益体系のもとで継続される,事業利
用上の系統関係の特徴は,第1に単位農協の連合
会にたいする選択なき専属利用の関係であり,事
業利用上,競争が基本的に排除され,利用が全国
連合会に向けて集積されていることである｡第2
の特徴は,連合会と単位農協のあいだには,独占
体と中小企業の取引関係が存在していることであ
る｡この特殊な独占体としての全国連合会は,事
実上,競争の排除のうえに存在し,独占利潤を取
得する地位にある｡この意味では単位農協と連合
会の不均衡な損益体系は,連合会の独占利潤実現
の体系であると言 うことができる｡
不均衡な損益関係を,連合会と単位農協の能率
上の格差,労働生産性の格差の反映とみる見解も
あるが,かりにこの見解を妥当としても,その生
産性格差が合理的な流通体系のもとで生じたもの
か香かは,検討の余地がある｡不合理な流通体系,
すなわち連合会が合理的な流通機能の遂行なしに
利用を集中して事業量を維持し,名目的事業量に
随伴する収益を取得するところの,売買差額 (粗
利益)の不合理な分配体系である,とする有力な
批判的見解が存在するのである｡
不均衡な損益体系を象徴する単位農協経済事業
の欠損状況は,厳しさを増している｡第1に,紘
合損益方式のもとで,経済事業欠損は金融事業利
益によって補頃されてきたが,近年の信用事業利
鞘の縮小につれて,その補頃が限度に近づいてい
ることである｡第2に農協経済事業の欠損が労働
生産性の低水準と高コストに由来するという批判
もあるが,農家の高齢化,兼業化の条件のもとで
紘,労働生産性向上の方策は決して任意ではない｡
第3に損益分岐点の計算にもとづき,事業量と事
業総収益の増額を必要とする見解もあるが,これ
は問題の不均衡損益体系の是正にせまるものでは
ない｡第4に単位農協の仕入価格の高値 (購買)
と販売価格の安値 (販売)の是正によって,はじ
めて単位農協の欠損状況が解消されるとする見解
がある｡
連合会の黒字経営,単位農協の赤字経営の実情
にてらして,連合会との取引における単位農協の
支払価格 (購買),受取価格 (販売)の改善は,不
均衡損益体系の是正策として妥当である｡これに
は手数料率の改善と価格そのものの改善の二通り
の方法があるが,妥当な方策は後者であろう｡つ
まり,第1には連合会が安値仕入れと高値販売に
努力することが,連合会に課せられた課題である｡
第2には,連合会が流通上,価格形成上で積極的
な役割をはたすことなく,単に手数料を取得する
といった取引方法を改めることであろう｡
連合会が流通上,大量取引の形成などによって
流通経費を節約することを果さず,価格形成上,
仕入価格の引下げと販売価格の引上げを果さず,
名目的に取引に介入して手数料を取得する例は決
して少なくないと言われる｡これは流通体系上の
不合理であり,単位農協の高値支払い,安値受取
りをもたらし,その損益に悪影響を及ぼす一目で
ある｡このような事態の改善は必要である｡しか
し,この種の改善策は商的企業としての連合会が
着手しうるものではなく､連合会が単位農協事業
の利益代表として期待されるものである｡つまり､
連合会の位置の根本的転換を前提とするものであ
る｡このような転換は容易ではない｡
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